
仕様書（案） 

１　品名 

災害救助用毛布　　　　　　 

㈱グラップラー製　難燃ニューマイヤー毛布コンパクトタイプ(MN-0N) 

 

２　数量 

1,600 枚（県分：1,300 枚、竹原市分：300 枚） 

 

３　製品規格 

(１)規格　 

(ア)素　材　ポリエステル 100％ 

(イ)糸番手　150 デニール 

(２)組織　 

マイヤー編み（ダブルラッセル編み） 

(３)縫製　 

周囲トリコットヘム 

(４)色柄　 

ベージュ系無地 

(５)重量　 

750ｇ以上 850ｇ未満 

(６)寸法　 

140±５cｍ×200±５cｍ 

(７)難燃性　 

素材難燃ポリエステルでも後加工難燃ポリエステルでも可とするが、洗濯しても 

難燃性が持続する公益財団法人日本防炎協会の防炎製品性能試験（水洗い・ドライ含む）

に適合した防炎製品認定品で、同協会が交付した防炎ラベルを毛布に縫付していること。 

(８)表示　 

品質表示ラベルを毛布に縫付していること。 

(９)再使用　 

使用後、洗濯・リパックが可能であること。  

 

 

４　包装等 

毛布については、製造直後の状態を 10 年以上維持できるよう、以下に示す包装方法・ 

包装材料を用いること。真空包装は、ISO14001(環境マネジメントシステム)と ISO9001(品 

質マネジメントシステム)の認証を繊維製品の真空パックで取得している日本国内の工

場で行うこと。 



　(１)真空パック処理方法 

(ア)パック前処理をして、乾燥処理を行い、毛布の含有水分率を１％以下に低減させ

ること。 

(イ)乾燥の熱気によって、毛布の寸法に変化を生じないこと。 

(ウ)パック処理は、毛布を１／32 折りにしてフィルムに入れ、密閉槽内において真空

包装すること。 

(エ)パック処理は、外気を遮断した状態で行うこと。開封後は、短時間に十分な復元性

を有すること。 

(オ)使用するフィルムはアルミ蒸着多層フィルムとし、その性能は次のとおりとする。 

　　また、フィルムに次の内容を赤色で印刷すること。 

　　　・　｢災害用真空パック毛布｣又は「災害救助用毛布」 

 

　(２)梱包 

真空パック処理した毛布 10 枚を段ボール箱に入れて梱包し、段ボール箱の４側面に黒

色で以下の内容を印刷又はシールを添付すること。 

・ 「　　　広島県」 

・ 「災害用真空パック毛布」 

・ 内容数量 

・ 納入年月「令和７年３月」 

なお、段ボール箱のサイズは、横 435 ㎜×奥 310 ㎜×高さ 300 ㎜程度とすること。 

 

 

５　納入期限 

　　令和７年３月 17日～令和７年３月 21日 

 

６　納入場所 

　　仕様書別紙のとおり 

 

 

 

 項　　目 基　　　準 測　　定　　法

 
引張強度

縦　750kgｆ／cm2 以上 

横　750kgｆ／cm2 以上　
ＪＩＳ　Ｋ　6732

 
伸　　度

縦　80％以上 

横　80％以上
ＪＩＳ　Ｋ　6732

 
引裂強度

縦　120kgｆ／cm 以上 

横　120kgｆ／cm 以上
ＪＩＳ　Ｋ　6732

 熱封緘強度 ７kgｆ／15mm 以上 ＪＩＳ　Ｚ　1707

 透　湿　度 0.5g／m2・24h 以下 ＪＩＳ　Ｋ　7129

 気体透過度 １cm3／m2・24h・atm 以下 ＪＩＳ　Ｋ　7126-1



７　証明書の提出 

　　　落札決定者は、納品日までに次の書類を広島県健康危機管理課へ提出すること。 

　(１)毛布メーカーの出荷引受書 

　　(２)真空パック工場のＩＳＯ１４００１と９００１の認定書の写し 

　　(３)(一財)化学物質評価研究機構のフィルムの試験報告書の写し 

　　(４)公的検査機関による毛布水分率の試験報告書の写し 

　　(５)公益財団法人日本防炎協会防炎製品認定委員会による防炎製品認定書の写し 

　　　　※洗たくなし・水洗い洗たく・ドライクリーニングの全てに適合している防炎製品

性能試験結果通知書も必須とする 

　　(６)真空包装の品質保証証明書 

 

 

８　特記事項 

　(１)納入日については、事前に広島県健康危機管理課と協議し、指示を受けるものとする 

こと。 

　(２)納入に当たっては、使い捨てプラスチックパレットを用意し、その上に段ボール箱を

積載して納品すること（納品先職員が備え付けのフォークリフトにより、荷下ろしを行

うものとする。）。 

　(３)パレットは 1.1ｍ四方以内とし、積載時の高さはパレットを含めて 1.6ｍ以内とする

こと。また、積載した段ボール箱が荷崩れや破損しないようにすること。  

　(４)納入及び検査に要する費用は、一切、受注者の負担とすること。 

  (５)この契約は、広島県の調達数量分であり、竹原市分については、竹原市が竹原市の 

契約関係規則に基づいて契約する。


